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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第25期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

３ 第24期中及び第24期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式がないため記載しておりません。また、第25期中、第25期及び第26期中の潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員であります。 

５ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の中間連結会計期間(連結会計年度)の平均雇用人員であります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 8,668,991 8,775,881 9,290,467 17,151,761 18,164,767

経常利益 (千円) 1,355,145 1,249,453 875,434 2,386,600 2,182,921

中間(当期)純利益 (千円) 846,737 719,327 504,618 1,482,878 1,315,437

純資産額 (千円) 15,892,142 17,068,659 17,961,066 16,651,984 17,852,640

総資産額 (千円) 18,766,842 19,656,513 20,337,460 19,574,580 20,259,178

１株当たり純資産額 (円) 2,212.72 2,355.63 2,449.14 2,313.08 2,436.21

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 117.89 100.15 70.25 201.03 183.15

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 84.7 86.1 86.5 85.1 86.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 963,493 113,445 248,371 1,908,455 445,011

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △310,345 △853,504 △507,519 △1,059,708 △2,114,698

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △358,573 △358,777 △355,831 △304,078 △174,039

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 4,650,235 3,801,055 2,440,111 4,900,197 3,055,455

従業員数 (名)
277
(79)

276
(85)

297
(96)

266
(81)

276
(91)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第25期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４ 従業員数は、就業人員であります。 

５ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の中間会計期間(事業年度)の平均雇用人員であります。 

  

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 5,215,933 4,928,327 5,174,960 9,827,001 9,890,052

経常利益 (千円) 1,054,197 788,027 515,077 1,704,126 1,383,971

中間(当期)純利益 (千円) 617,093 400,304 229,332 1,044,180 761,356

資本金 (千円) 4,403,290 4,403,290 4,403,290 4,403,290 4,403,290

発行済株式総数 (株) 7,222,835 7,222,835 7,222,835 7,222,835 7,222,835

純資産額 (千円) 15,041,771 15,542,211 15,712,667 15,588,108 15,890,694

総資産額 (千円) 16,044,536 16,401,422 16,665,974 16,408,858 16,649,392

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 50.00 50.00

自己資本比率 (％) 93.8 94.8 94.3 95.0 95.4

従業員数 (名)
123
(53)

129
(54)

139
(58)

123
(55)

128
(56)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  

事業部門の名称 従業員数(名)

第一部門
23
(42)

第二部門
169
(38)

第三部門 3

全社共通部門
102
(16)

合計
297
(96)

従業員数(名)
139
(58)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善及びそれらを背景とする設備投資の増加

等により回復基調で推移いたしました。しかし、一方では、米国のサブプライム住宅ローン問題に端を

発する信用リスクの増大あるいは原油価格及び原材料価格の高騰等、外部環境は不透明な状況が続いて

おります。  

 日用雑貨品業界におきましては、原油価格及び原材料価格の高騰に伴い調達・輸送コスト等は上昇し

ておりますが、消費者物価は横ばいで推移しており、市場環境は非常に厳しい状況が続いております。 

 このような環境の中、当グループにおいては、高付加価値の新製品開発に注力するとともに、日用雑

貨品業界における総合メーカーを目指し取扱品目の拡充に努めてまいりました。  

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は9,290百万円（前年同期比5.9％増）となりましたが、原

材料価格の上昇、新製品開発に伴う設備投資による減価償却費の増加及び積極的な人材投資による人件

費の増加等から営業利益は729百万円（前年同期比34.7％減）、経常利益は875百万円（前年同期比

29.9％減）となり、会計処理の方法の変更に伴い役員退職慰労引当金の過年度分相当額を計上したこと

等から中間純利益は504百万円（前年同期比29.8％減）となりました。  

 事業の部門別の業績を示すと、次のとおりであります。 

（第一部門）  

 100円ショップ業界におきましては、原材料価格の上昇等による外部環境の悪化に伴い、商品調達能

力に優れた大手小売業者による市場の寡占化傾向は更に強まっております。  

 このような市場環境の中、新製品開発・発売が予定通りに進捗し、主要得意先向けの販売が伸長した

ことから販売状況は順調に推移いたしました。  

 以上の結果、売上高は対前年同期比269百万円増の4,544百万円(前年同期比6.3％増)となりました。 

（第二部門）  

 ＧＭＳ及び一般量販店等業界におきましても、小売流通業者同士のＭ＆Ａ、合併及び提携等により大

手業者による市場の寡占化が進んでおります。  

 当グループでは、このような環境を業容拡大のチャンスとして捉え、取扱い品目を拡充させ既存の得

意先におけるシェアアップを図るとともに、新規顧客の獲得を進めてまいりました。  

 以上の結果、売上高は対前年同期比278百万円増の4,515百万円(前年同期比6.6％増)となりました。 

（第三部門）  

 ギフト業界におきましては、付加価値の高い製品の企画開発に努めてまいりましたが厳しい状況で推

移し、売上高は対前年同期比33百万円減の230百万円(前年同期比12.7％減)となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は2,440百万円とな

り、前連結会計年度末より615百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動により増加した資金は対前年同期比134百万円増の248百万円(前年同期比118.9％増)となり

ました。これは主に、税金等調整前中間純利益666百万円、減価償却費363百万円及び役員退職慰労引当

金の増加額244百万円等による増加と、たな卸資産の増加額359百万円、法人税等の支払額275百万円及

び売上債権の増加額137百万円等による減少であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動により減少した資金は対前年同期比345百万円増の507百万円となりました。これは主に、有

価証券の売却等による収入214百万円等による増加と、有形固定資産の取得による支出517百万円及び定

期預金の預入れによる支出227百万円等による減少であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動により減少した資金は対前年同期比2百万円増の355百万円となりました。これは主に、配当

金の支払額355百万円等の支出による減少であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当グループは受注生産を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
  

事業部門の名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

第一部門 4,893,237 ＋17.9

第二部門 4,743,877 ＋10.6

第三部門 218,289 ＋3.0

合計 9,855,404 ＋13.9

事業部門の名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

第一部門 4,544,074 ＋6.3

第二部門 4,515,695 ＋6.6

第三部門 230,698 △12.7

合計 9,290,467 ＋5.9

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱大創産業 2,176,886 24.8 2,539,692 27.3



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

なお、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針は、次のとおりであり

ます。 

(1) 基本方針 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が

企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である

必要があると考えております。  

 当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に資するものであれば、これを一概に否定するものではなく、株式会社の支配権の移転を伴う買付提案

についての判断は、 終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。しかしな

がら、株式の大量買付の中には、その目的、態様等から見て企業価値・株主共同の利益に資さないもの

も少なくありません。  

 当社企業価値の源泉としては、「商品企画開発力」があり、多くの知的所有権を保有しております

が、当社株式の買付を行う者がこれら当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向

上させられるものでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

このような濫用的な買収に対しては、当社は必要かつ相当な抵抗をすることにより、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。 

(2) 具体的な取組み 

当社は、平成18年５月２日開催の取締役会において「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」

（以下「本プラン」という。）の導入を決議しております。  

 本プランは、当社株式に対する大規模買付行為が行われる場合に、当社取締役会が、大規模買付行為

を行おうとする者または大規模買付行為の提案を行う者（以下併せて「大規模買付者等」という。）に

対して、当該大規模買付者等及び大規模買付行為に関する情報の提供を求め、第三者委員会による勧告

等を 大限尊重して、当該大規模買付行為について評価・検討し、大規模買付者等との買付条件に関す

る交渉や株主の皆様への代替案等の提示を行い、一定の場合には対抗措置を発動するための手続きであ

ります。  

 本プランは、当社が発行する株式等について、①保有者及びその共同保有者の株券等保有割合が20％

以上となる買付、または②公開買付後の公開買付者の株券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株

券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付を対象としております。また、大規模買付者等に対し、

事前に大規模買付者等の概要、買付目的、経営方針等に関する必要かつ十分な情報及び本プランに定め

られた手続きを遵守する旨の誓約を明示した書面等を当社取締役会に提出することを求め、当社取締役

会が必要かつ十分な情報を入手後、当該大規模買付行為に対する評価・検討等を適切に行うための一定

の期間を設定（以下「評価期間」という。）し、評価期間終了日までに当社取締役会としての意見を公

表するものとしております。なお、大規模買付者等は、評価期間が経過した後においてのみ大規模買付

行為を開始することができるものとしております。 

 本プランの手続きが遵守されない場合には、当社取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益を

守ることを目的として新株予約権の発行等の対抗措置を講じる可能性があることといたしました。ま

た、大規模買付行為に対して取締役会が発動する対抗措置の合理性・公正性を担保するため第三者委員

会を設置しております。 

(3) 具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 



本プランは、前記(2)記載のとおり、その内容において公正性・客観性が担保される工夫がなされ、

かつ、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入されたものであり、いずれも基

本方針に沿うものであります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当グループは、日用雑貨品の分野で実用品をより良く、より安く、よりアイデア溢れる製品として、よ

り多くの人に夢のある製品を供給したいと考え、そのために売れ筋の情報をスピーディーに分析し、今ま

でに蓄積したアイデア、技術を基に新しい切り口で消費者に提供するよう企画部門を設置し、研究開発体

制を充実させております。特にコストダウンには力を注ぎ、創業から「世界一安いもの作り」を合言葉

に、開発レベルから積極的に取り組んでおります。  

 研究開発体制は、当社の中央研究所を中心とする企画本部とレック㈱の企画部門とが協力関係を保ち企

画開発活動を行っております。  

 当中間連結会計期間における各事業部門の研究開発活動を示すと、次のとおりであります。なお、研究

開発費の総額は416百万円でありますが、研究開発活動は全社共通部門である中央研究所等において類似

品目毎（縫製品、プラスチック製品等）に一括して行っているため、各事業部門には配分しておりませ

ん。  

（第一部門）  

 当部門の対象市場は原油価格高騰による調達コスト上昇の影響を も受けやすく、利益を伴う業容拡大

のためには付加価値の高い新製品の発売が必要であり、当社を中心に企画開発に注力し当中間連結会計期

間の新製品開発数は326点となりました。 

（第二部門）  

 当部門の対象市場は成熟しており、新規取引先の獲得及び各得意先におけるシェアアップを図るべくキ

ャラクター製品の開発及び取扱品目の拡充等に努め、開発も順調に進捗したことから、当中間連結会計期

間の新製品開発数は235点となりました。 

（第三部門）  

 当部門の環境は厳しい状況で推移し、他部門における新製品開発に注力したことから、当中間連結会計

期間における新製品開発数は1点にとどまりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中

間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,891,340

計 28,891,340

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,222,835 7,222,835
東京証券取引所
市場第一部

―

計 7,222,835 7,222,835 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 7,222,835 ― 4,403,290 ― 5,861,451



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 株式会社みずほ銀行から平成19年５月９日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)により、平成19年４月

30日現在で342千株所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末現在における実質

所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。また、その大量保有報告書(変

更報告書)の内容は次のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

青 木 光 男 静岡県藤枝市 541 7.49

高 林   滋 静岡県周智郡森町 402 5.56

渡 邉 憲 一 静岡県藤枝市 402 5.56

ユービーエスエージーロンドン
アカウントアイピービーセグリ
ゲイテッドクライアントアカウ
ント 
(常任代理人シティバンク銀行
株式会社)

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL
SWITZERLAND 
(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

326 4.52

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 
(常任代理人株式会社三菱東京
UFJ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号決済
事業部)

303 4.19

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11―３ 269 3.73

資産管理サービス信託銀行株式
会社(年金信託口)

東京都中央区晴海１丁目８―12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟

240 3.32

株式会社静岡銀行 
(常任代理人日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社)

静岡県静岡市葵区呉服町１―10
(東京都港区浜松町２丁目11番３号)

200 2.76

ゴールドマンサックスインター
ナショナル 
(常任代理人ゴールドマン・サ
ックス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K
(東京都港区六本木６丁目10番１号六本木ヒ
ルズ森タワー)

194 2.69

青 木   勇 兵庫県宝塚市 190 2.63

計 ― 3,069 42.50

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

みずほ信託銀行株式会社 317 4.40

株式会社みずほ銀行 25 0.35



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式86株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

40,600
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,181,100
71,811 ―

単元未満株式
普通株式

1,135
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 7,222,835 ― ―

総株主の議決権 ― 71,811 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
スルガ株式会社

静岡県榛原郡吉田町 
川尻3308番地

40,600 ― 40,600 0.56

計 ― 40,600 ― 40,600 0.56

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 2,635 2,445 2,330 2,195 2,040 2,000

低(円) 2,330 2,125 2,170 1,994 1,860 1,846



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期

間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けてお

ります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,891,833 2,730,946 3,146,246

 ２ 受取手形及び売掛金 ※３ 4,669,045 5,052,793 4,906,273

 ３ 有価証券 239,485 2,401,806 2,119,853

 ４ たな卸資産 2,414,839 3,011,587 2,652,405

 ５ その他 401,784 526,624 444,000

   貸倒引当金 △10,889 △7,119 △7,081

   流動資産合計 11,606,098 59.0 13,716,638 67.4 13,261,696 65.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※１ 1,126,384 1,131,639 1,112,604

  (2) 土地 1,022,520 1,047,686 1,042,563

  (3) その他 ※１ 1,084,488 3,233,393 16.5 1,151,733 3,331,060 16.4 1,052,338 3,207,506 15.8

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 305,755 244,604 275,179

  (2) その他 99,910 405,666 2.1 90,786 335,390 1.7 96,366 371,546 1.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 3,712,034 2,197,655 2,747,106

  (2) その他 1,088,250 1,029,733 958,252

    貸倒引当金 △388,929 4,411,355 22.4 △273,017 2,954,371 14.5 △286,930 3,418,428 16.9

   固定資産合計 8,050,415 41.0 6,620,822 32.6 6,997,481 34.5

   資産合計 19,656,513 100.0 20,337,460 100.0 20,259,178 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 643,241 642,141 634,431

 ２ 賞与引当金 186,282 192,636 188,433

 ３ 役員賞与引当金 18,500 12,500 28,500

 ４ その他 906,419 708,145 865,645

   流動負債合計 1,754,444 8.9 1,555,423 7.7 1,717,010 8.5

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 333,147 322,058 334,322

 ２ 役員退職慰労引当金 ― 244,083 ―

 ３ 負ののれん 455,659 217,796 326,694

 ４ その他 44,603 37,031 28,510

   固定負債合計 833,409 4.3 820,969 4.0 689,526 3.4

   負債合計 2,587,854 13.2 2,376,393 11.7 2,406,537 11.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,403,290 4,403,290 4,403,290

 ２ 資本剰余金 5,861,451 5,861,451 5,861,451

 ３ 利益剰余金 6,700,009 7,441,629 7,296,118

 ４ 自己株式 △226,012 △226,040 △226,012

   株主資本合計 16,738,738 85.2 17,480,330 86.0 17,334,848 85.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 その他有価証券評価差額金 179,805 109,802 162,427

   評価・換算差額等 
   合計

179,805 0.9 109,802 0.5 162,427 0.8

Ⅲ 少数株主持分 150,115 0.7 370,933 1.8 355,364 1.7

   純資産合計 17,068,659 86.8 17,961,066 88.3 17,852,640 88.1

   負債純資産合計 19,656,513 100.0 20,337,460 100.0 20,259,178 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,775,881 100.0 9,290,467 100.0 18,164,767 100.0

Ⅱ 売上原価 5,348,995 61.0 6,007,670 64.7 11,484,705 63.2

   売上総利益 3,426,885 39.0 3,282,797 35.3 6,680,061 36.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,310,082 26.3 2,553,342 27.4 4,767,705 26.3

   営業利益 1,116,803 12.7 729,455 7.9 1,912,355 10.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 7,746 10,792 21,917

 ２ 受取配当金 6,217 10,454 9,966

 ３ 負ののれん償却額 113,914 108,898 227,829

 ４ その他 13,262 141,141 1.6 17,015 147,160 1.5 37,355 297,069 1.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ― 210 ―

 ２ 為替差損 8,415 ― 23,852

 ３ その他 75 8,491 0.1 971 1,181 0.0 2,651 26,503 0.1

   経常利益 1,249,453 14.2 875,434 9.4 2,182,921 12.0

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 1,762 2,509 2,198

 ２ 投資有価証券売却益 ― 6,466 4,715

 ３ 貸倒引当金戻入益 15,120 9,487 15,389

 ４ 役員賞与引当金戻入益 ― 3,500 ―

 ５ 保険解約返戻益 10,870 27,753 0.3 ― 21,963 0.3 10,870 33,174 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 1,401 2,587 6,678

 ２ 投資有価証券評価損 ― ― 425

 ３ 関係会社出資金評価損 ― ― 22,881

 ４ 貸倒引当金繰入額 ※４ ― 1,337 ―

 ５ 持分変動損失 ― ― 441

 ６ 役員退職慰労金 99,999 ― 99,999

 ７ 過年度役員退職慰労 
   引当金繰入額

― 101,401 1.1 226,775 230,700 2.5 ― 130,426 0.7

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

1,175,805 13.4 666,697 7.2 2,085,669 11.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

※５ 432,617 193,268 759,144

   法人税等調整額 ※５ 16,197 448,815 5.1 △47,128 146,140 1.6 △352 758,791 4.2

   少数株主利益 7,662 0.1 15,938 0.2 11,440 0.1

   中間(当期)純利益 719,327 8.2 504,618 5.4 1,315,437 7.2



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

(単位：千円) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 4,403,290 5,861,451 6,378,543 △226,012 16,417,272

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359,108 △359,108

 役員賞与 △38,753 △38,753

 中間純利益 719,327 719,327

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 ― ― 321,465 ― 321,465

平成18年９月30日残高 4,403,290 5,861,451 6,700,009 △226,012 16,738,738

評価・換算差額等
少数株主

持分
純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高 234,711 234,711 142,692 16,794,676

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359,108

 役員賞与 △38,753

 中間純利益 719,327

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△54,906 △54,906 7,423 △47,483

中間連結会計期間中の変動額合計 △54,906 △54,906 7,423 273,982

平成18年９月30日残高 179,805 179,805 150,115 17,068,659



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

(単位：千円) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 4,403,290 5,861,451 7,296,118 △226,012 17,334,848

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359,108 △359,108

 中間純利益 504,618 504,618

 自己株式の取得 △27 △27

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 ― ― 145,510 △27 145,482

平成19年９月30日残高 4,403,290 5,861,451 7,441,629 △226,040 17,480,330

評価・換算差額等
少数株主

持分
純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高 162,427 162,427 355,364 17,852,640

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359,108

 中間純利益 504,618

 自己株式の取得 △27

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△52,624 △52,624 15,568 △37,056

中間連結会計期間中の変動額合計 △52,624 △52,624 15,568 108,426

平成19年９月30日残高 109,802 109,802 370,933 17,961,066



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位：千円) 

 
  

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 4,403,290 5,861,451 6,378,543 △226,012 16,417,272

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △359,108 △359,108

 役員賞与(注) △38,753 △38,753

 当期純利益 1,315,437 1,315,437

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 917,575 ― 917,575

平成19年３月31日残高 4,403,290 5,861,451 7,296,118 △226,012 17,334,848

評価・換算差額等
少数株主

持分
純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高 234,711 234,711 142,692 16,794,676

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △359,108

 役員賞与(注) △38,753

 当期純利益 1,315,437

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△72,284 △72,284 212,672 140,388

連結会計年度中の変動額合計 △72,284 △72,284 212,672 1,057,963

平成19年３月31日残高 162,427 162,427 355,364 17,852,640



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 1,175,805 666,697 2,085,669

 ２ 減価償却費 253,455 363,449 646,384

 ３ のれん償却額 ― 30,575 30,575

 ４ 負ののれん償却額 △113,914 △108,898 △227,829

 ５ 貸倒引当金の増加・減少(△)額 △7,965 △13,875 △113,773

 ６ 賞与引当金の増加・減少(△)額 △4,597 4,203 △2,446

 ７ 役員賞与引当金の増加・減少 
   (△)額

18,500 △16,000 28,500

 ８ 退職給付引当金の増加・減少 
   (△)額

△17,383 △12,263 △16,208

 ９ 役員退職慰労引当金の増加・ 
   減少(△)額

― 244,083 ―

 10 受取利息及び受取配当金 △13,964 △21,246 △31,883

 11 支払利息 ― 210 ―

 12 為替差損益 285 △441 1,160

 13 有形・無形固定資産売却益 △1,762 △2,509 △2,198

 14 有形・無形固定資産除却損 1,401 2,587 6,678

 15 投資有価証券売却益 ― △6,466 △4,715

 16 関係会社出資金評価損 ― ― 22,881

 17 持分変動損失 ― ― 441

 18 保険解約返戻益 △10,870 ― △10,870

 19 売上債権の増加(△)・減少額 △438,051 △137,269 △541,525

 20 たな卸資産の増加(△)・減少額 △194,525 △359,182 △432,090

 21 未収消費税等の増加(△)・減少額 ― △3,638 ―

 22 その他流動資産の増加(△)・ 
   減少額

△32,422 △116,025 △35,211

 23 仕入債務の増加・減少(△)額 45,439 7,709 5,823

 24 未払消費税等の増加・減少(△)額 2,949 △14,819 △27,855

 25 その他流動負債の増加・減少 
   (△)額

△12,186 △22,931 67,396

 26 役員賞与の支払額 △39,000 ― △39,000

 27 その他 4,987 5,408 6,254

    小計 616,180 489,358 1,416,157

 28 利息及び配当金の受取額 15,115 24,204 35,167

 29 利息の支払額 ― △210 ―

 30 法人税等の支払額 △534,147 △275,615 △1,022,571

 31 その他 16,297 10,634 16,257

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

113,445 248,371 445,011



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △27,359 △227,407 △105,981

 ２ 定期預金の払戻による収入 27,354 27,363 105,964

 ３ 有価証券の売却等による収入 500,000 214,000 519,634

 ４ 有形固定資産の取得による支出 △480,682 △517,847 △787,502

 ５ 有形固定資産の売却による収入 14,864 5,311 16,678

 ６ 無形固定資産の取得による支出 △11,819 △4,167 △22,667

 ７ 投資有価証券の取得による支出 △501,330 △46,618 △1,465,879

 ８ 投資有価証券の売却等による収入 ― 15,056 6,231

 ９ 連結子会社の株式取得による支出 △234,093 ― △234,093

 10 関係会社出資金の回収による収入 ― 27,448 ―

 11 貸付けによる支出 △150,000 ― △150,000

 12 貸付金の回収による収入 1,740 1,145 3,495

 13 保険解約による収入 10,870 ― 10,870

 14 その他の投資の増加による支出 △5,669 △2,882 △18,323

 15 その他の投資の減少による収入 2,621 1,079 6,872

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△853,504 △507,519 △2,114,698

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 ― 300,000 ―

 ２ 短期借入金の返済による支出 ― △300,000 ―

 ３ 自己株式の取得による支出 ― △27 ―

 ４ 少数株主からの払込みによる収入 ― ― 185,039

 ５ 配当金の支払額 △358,777 △355,803 △359,079

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△358,777 △355,831 △174,039

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △306 △364 △1,014

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少 
  (△)額

△1,099,142 △615,344 △1,844,742

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,900,197 3,055,455 4,900,197

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高

3,801,055 2,440,111 3,055,455



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 ２社

   主要な連結子会社の

名称

    レック㈱ 

   堀田敷物㈱

(注)堀田敷物㈱は平成18年

７月３日の株式取得に

伴い当中間連結会計期

間より連結子会社とな

りました。なお、みな

し取得日を当中間連結

会計期間末としている

ため、当中間連結会計

期間は中間貸借対照表

のみを連結しておりま

す。

(1) 連結子会社の数 ２社

   主要な連結子会社の

名称

    レック㈱ 

   堀田敷物㈱

(1) 連結子会社の数 ２社

   主要な連結子会社名

    レック㈱ 

   堀田敷物㈱

(注)堀田敷物㈱は平成18年

７月３日の株式取得に

伴い当連結会計年度よ

り連結子会社となりま

したが、みなし取得日

を平成18年９月30日と

しているため、損益計

算書及びキャッシュ・

フロー計算書につきま

しては、平成18年10月

１日から平成19年３月

31日までを連結してお

ります。

(2) 非連結子会社名

   セブンウェーヴ㈱

連結の範囲から除いた理由

 非連結子会社は、小規模

会社であり、総資産、売

上高、中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため

であります。

(2) 非連結子会社名

     同左

連結の範囲から除いた理由

     同左

(2) 主要な非連結子会社名

     同左

連結の範囲から除いた理由

 非連結子会社は、小規模

会社であり、総資産、売

上高、当期純損益及び利

益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであ

ります。

２ 持分法の適用に関

する事項

持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社の名称

 上記非連結子会社及び張

家港駿河塑料制品有限公

司

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、中間

純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用か

ら除外しております。

持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社の名称

 上記非連結子会社

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、中間

純損益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外

しております。

なお、張家港駿河塑料制品

有限公司は、当中間連結会

計期間において清算を完了

いたしました。

持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社のうち

主要な会社等の名称

 上記非連結子会社及び張

家港駿河塑料制品有限公

司

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期

純損益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

めであります。

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。

同左 連結子会社の決算日は、連

結決算日と一致しておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

によっております。

 ｂ 子会社株式

   移動平均法に基づく

原価法によっており

ます。

 ｃ その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

によっております。

(評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定）

① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

同左

 ｂ 子会社株式

同左

 ｃ その他有価証券

  時価のあるもの

同左

① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

同左

 ｂ 子会社株式

同左

 ｃ その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等

に基づく時価法によ

っております。 

(評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定）

  時価のないもの

   移動平均法に基づく

原価法によっており

ます。

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

 

② たな卸資産

ａ 商 品・製 品・原 材

料・仕掛品

   総平均法に基づく原

価法によっておりま

す。

 ｂ 貯蔵品

   終仕入原価法によ

っております。

 

② たな卸資産

ａ 商 品・製 品・原 材

料・仕掛品

同左

 ｂ 貯蔵品

同左

 

② たな卸資産

ａ 商 品・製 品・原 材

料・仕掛品

同左

 ｂ 貯蔵品

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

 

① 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

（建物付属設備は除

く）については定額法

によっております。

  なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

建物及び構築物３～50年

その他 ２～20年
 

① 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

（建物付属設備は除

く）については定額法

によっております。

  なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

建物及び構築物３～50年

その他 ２～20年

（会計方針の変更）

法人税法の改正（(所得税

法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令第83

号)）に伴い、当中間連結

会計期間から、平成19年４

月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しており

ます。

この結果、従来の方法に比

べて、売上総利益が25,602

千円、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利

益が26,752千円減少してお

ります。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計

上しております。

この結果、従来の方法に比

べて、売上総利益が13,421

千円、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利

益が17,765千円減少してお

ります。

 

① 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

（建物付属設備は除

く）については定額法

によっております。

  なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

建物及び構築物３～50年

その他 ２～20年

② 無形固定資産

  ソフトウェア(自社利

用分)については、社

内における見込利用可

能期間(５年)に基づく

定額法によっておりま

す。

② 無形固定資産

     同左

② 無形固定資産

     同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の

計上基準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、以下

の方法により計上して

おります。

 ａ 一般債権

   貸倒実績率法によっ

ております。

 ｂ 貸倒懸念債権及び破

産更生債権等

   財務内容評価法によ

っております。

① 貸倒引当金

     同左

 ａ 一般債権

     同左

 ｂ 貸倒懸念債権及び破

産更生債権等

     同左

① 貸倒引当金

     同左

 ａ 一般債権

     同左

 ｂ 貸倒懸念債権及び破

産更生債権等

     同左

② 賞与引当金

  従業員に対する賞与の

支給に備えるため、支

給見込額基準による当

中間連結会計期間負担

額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

     同左

② 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込

額基準による当連結会

計年度負担額を計上し

ております。

③ 役員賞与引当金

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度に

おける支給見込額に基

づき、当中間連結会計

期間に見合う額を計上

しております。
(会計方針の変更)
当中間連結会計期間より
「役員賞与に関する会計基
準」（企業会計基準委員会
平成17年11月29日 企業会
計基準第４号）を適用して
おります。 
これにより営業利益、経常
利益及び税金等調整前中間
純利益は18,500千円減少し
ております。

③ 役員賞与引当金

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度に

おける支給見込額に基

づき、当中間連結会計

期間に見合う分を計上

しております。

③ 役員賞与引当金

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づ

き当連結会計年度に見

合う分を計上しており

ます。
(会計方針の変更)
当連結会計年度から「役員
賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平
成17年11月29日 企業会計
基準第４号）を適用してお
ります。 
この結果、従来の方法に比
べて、営業利益、経常利益
及び税金等調整前当期純利
益が、28,500千円減少して
おります。

④ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。

  なお、連結子会社にお

いては、数理計算上の

差異はその発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(10年)による定額法に

より発生の翌年度から

費用処理しておりま

す。

④ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。

  なお、連結子会社にお

いて発生した数理計算

上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額

法により発生の翌年度

から費用処理しており

ます。

④ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連

結会計年度末において

発生している額を計上

しております。

  なお、連結子会社にお

いて発生した数理計算

上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額

法により発生の翌年度

から費用処理しており

ます。



 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ⑤ 役員退職慰労引当金

    ―――――

⑤ 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員

退職慰労金規程に基づ

く当中間連結会計期間

末要支給額を計上して

おります。
(会計方針の変更)
従来、役員退職慰労金は、
支出時の費用として処理し
ておりましたが、当中間連
結会計期間から「租税特別
措置法上の準備金及び特別
法上の引当金又は準備金並
びに役員退職慰労引当金等
に関する監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会 平
成19年４月13日 監査・保
証実務委員会報告第42号）
を適用し、当中間連結会計
期間末要支給額を役員退職
慰労引当金として計上する
方法に変更しております。
この結果、従来の方法に比
べて、営業利益及び経常利
益は17,308千円、税金等調
整前中間純利益は244,083
千円減少しております。

⑤ 役員退職慰労引当金

    ―――――

 (4) 中間連結財務諸

表(連結財務諸

表)の作成の基

礎となった連結

会社の中間財務

諸表(財務諸表)

の作成に当たっ

て採用した重要

な外貨建の資産

及び負債の本邦

通貨への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は当中間連結会計期

間の損益として処理してお

ります。

同左 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は当連結会計年度の損益

として処理しております。

 (5) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

手許現金、随時引出可能な

預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する流

動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資か

らなっております。

同左 同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は16,918,543千円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表は、改正後

の中間連結財務諸表規則により作成

しております。 

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は以下のとおりであります。  

（中間連結貸借対照表）  

 「連結調整勘定」は、当中間連結

会計期間から「負ののれん」として

表示しております。  

（中間連結損益計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書）  

 「連結調整勘定償却額」は、当中

間連結会計期間から「負ののれん償

却額」として表示しております。

     ――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は17,497,275千円でありま

す。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

財務諸表は、改正後の連結財務諸表

規則により作成しております。 

（企業結合に係る会計基準等） 

 当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会 終改正平成18年12月22日

企業会計基準適用指針第10号）を適

用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 連結財務諸表規則の改正による連

結財務諸表の表示に関する変更は以

下のとおりであります。  

（連結貸借対照表） 

 「連結調整勘定」は、当連結会計

年度から「負ののれん」として表示

しております。 

（連結損益計算書及び連結キャッシ

ュ・フロー計算書） 

 「連結調整勘定償却額」は、当連

結会計年度から「負ののれん償却

額」として表示しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

減価償却累計額 6,835,631千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

減価償却累計額 7,443,762千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

減価償却累計額 7,135,548千円

※２ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおりで

あります。

  (1) 担保に供している資産

投資有価証券 200,565千円

※２ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおりで

あります。

  (1) 担保に供している資産

投資有価証券 200,336千円

※２ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおりで

あります。

  (1) 担保に供している資産

投資有価証券 200,451千円

(2) 上記担保に供している資産

に対応する債務等

  輸入申告に係る納税額の包

括納期限延長のための担保に

供しております。

(2) 上記担保に供している資産

に対応する債務等

      同左

(2) 上記担保に供している資産

に対応する債務等

      同左

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。

受取手形 50,484千円

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。

受取手形 56,593千円

※３ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形

が、連結会計年度末残高に含ま

れております。

受取手形 37,715千円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりであ

ります。

賞与引当金 
繰入額

160,762千円

給与手当 690,802千円

荷造運搬費 372,920千円

退職給付費用 49,866千円

貸倒引当金 
繰入額

7,154千円

役員賞与 
引当金繰入額

18,500千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりであ

ります。

荷造運搬費 401,986千円

貸倒引当金
繰入額

3,299千円

給与手当 743,334千円

賞与引当金
繰入額

167,900千円

役員賞与
引当金繰入額

12,500千円

役員退職慰労
引当金繰入額

17,308千円

退職給付費用 60,207千円  

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりであ

ります。

減価償却費 139,748千円

賞与引当金 
繰入額

164,440千円

役員賞与
引当金繰入額

28,500千円

給与手当 1,401,922千円

荷造運搬費 786,387千円

退職給付費用 94,606千円

貸倒引当金 
繰入額

4,826千円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

有形固定資産
の「その他」 
(機械装置及
び運搬具)

1,762千円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

有形固定資産
の「その他」
(機械装置及
び運搬具)

2,509千円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

有形固定資産
の「その他」
(機械装置及
び運搬具)

2,198千円

 

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

有形固定資産
の「その他」 
(機械装置及
び運搬具)

30千円

有形固定資産
の「その他」 
(工具器具及
び備品)

1,370千円

計 1,401千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

有形固定資産
の「その他」
(機械装置及
び運搬具)

1,249千円

有形固定資産
の「その他」
(工具器具及
び備品)

796千円

無形固定資産
の「その他」
(電話加入権)

541千円

計 2,587千円  

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物及び構築
物

258千円

有形固定資産
の「その他」
(機械装置及
び運搬具)

230千円

有形固定資産
の「その他」 
(工具器具及
び備品)

6,189千円

計 6,678千円

※４    ――――― ※４ 貸倒引当金繰入額は、会員権

の預託保証金に対するものであ

ります。

※４    ―――――

※５ 中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当

期において予定している諸準備

金等の取崩しを前提として、当

中間連結会計期間に係る金額を

計算しております。

※５     同左 ※５    ―――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  (変動事由の概要) 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

    単元未満株式の買取による増加 14株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 7,222,835 ― ― 7,222,835

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 40,672 ― ― 40,672

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 359,108 50 平成18年３月31日 平成18年６月29日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 7,222,835 ― ― 7,222,835

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 40,672 14 ― 40,686

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月１日 
取締役会

普通株式 359,108 50 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 7,222,835 ― ― 7,222,835

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 40,672 ― ― 40,672

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 359,108 50 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月１日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 359,108 50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 現金及び現金同等物と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び 
預金勘定

3,891,833千円

預入期間が 
３ヶ月を 
超える 
定期預金

△90,778千円

現金及び 
現金同等物

3,801,055千円

 
 

 現金及び現金同等物と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び
預金勘定

2,730,946千円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金

△290,834千円

現金及び
現金同等物

2,440,111千円

 

 「現金及び現金同等物」と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び
預金勘定

3,146,246千円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金

△90,790千円

現金及び
現金同等物

3,055,455千円



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 時価のある有価証券の減損処理につきましては、当該有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落したも

のについて回復可能性を検討して行うこととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 内容の重要性が乏しく、リース契

約１件当たりのリース料総額が300

万円を超えるものがないため、記載

を省略しております。

       同左        同左

区分
中間連結貸借

対照表計上額(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 1,314,664 1,310,317 △4,346

② 社債 1,010,001 1,006,560 △3,441

計 2,324,665 2,316,877 △7,788

区分 取得原価(千円)
中間連結貸借

対照表計上額(千円)
差額 
(千円)

(2) その他有価証券

① 株式 690,570 993,614 303,044

② 債券

  国債・地方債等 501,078 501,000 △78

③ その他 121,141 117,072 △4,068

計 1,312,790 1,611,687 298,897

区分
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

非上場株式 2,166



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 時価のある有価証券の減損処理につきましては、当該有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落したも

のについて回復可能性を検討して行うこととしております。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について425千円減損処理を行っております。時価

のある有価証券の減損処理につきましては、当該有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落したものに

ついて回復可能性を検討して行う旨を社内規程に定めております。 

  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 1,200,304 1,198,420 △1,884

② 社債 901,738 900,880 △858

計 2,102,043 2,099,300 △2,743

区分 取得原価(千円)
中間連結貸借

対照表計上額(千円)
差額 
(千円)

(2) その他有価証券

① 株式 1,192,963 1,395,787 202,823

② 債券

  国債・地方債等 999,240 999,400 159

③ その他 110,370 89,230 △21,140

計 2,302,574 2,484,418 181,843

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 1,314,425 1,310,531 △3,894

② 社債 1,005,879 1,003,530 △2,349

計 2,320,304 2,314,061 △6,243

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額 
(千円)

(2) その他有価証券

① 株式 1,154,935 1,443,081 288,146

② 債券

   国債・地方債等 999,095 999,475 379

③ その他 109,709 91,098 △18,611

計 2,263,739 2,533,654 269,914



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

事業の種類として、「日用雑貨衣料品事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、全セグメン

トの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「日用雑貨衣料品事業」の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

事業の種類として、「日用雑貨衣料品事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、全セグメン

トの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「日用雑貨衣料品事業」の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

事業の種類として、「日用雑貨衣料品事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、全セグメン

トの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日用雑貨衣料品事業」の

割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
   

２ １株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 2,355円63銭 2,449円14銭 2,436円21銭

１株当たり中間 

(当期)純利益金額
100円15銭 70円25銭 183円15銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額

潜在株式がないため記載

しておりません。

同左 同左

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表(連
結貸借対照表)の純資産
の部の合計額

17,068,659千円 17,961,066千円 17,852,640千円

普通株式に係る純資産
額

16,918,543千円 17,590,133千円 17,497,275千円

差額の主な内訳

 少数株主持分 150,115千円 370,933千円 355,364千円

普通株式の発行済株式
数

7,222千株 7,222千株 7,222千株

普通株式の自己株式数 40千株 40千株 40千株

１株当たり純資産額の
算定に用いられた普通
株式の数

7,182千株 7,182千株 7,182千株

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 719,327千円 504,618千円 1,315,437千円

普通株主に帰属しない
金額

― ― ―

普通株式に係る中間(当
期)純利益

719,327千円 504,618千円 1,315,437千円

普通株式の期中平均株
式数

7,182千株 7,182千株 7,182千株

希薄化効果を有しない

ため、潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)

純利益金額の算定に含

まれなかった潜在株式

の概要

   ―――――    ―――――

  

   ―――――



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,158,753 2,045,841 2,294,138

 ２ 受取手形 ※３ 1,688,424 1,975,202 1,833,688

 ３ 売掛金 1,422,150 1,363,080 1,425,760

 ４ 有価証券 239,485 2,401,806 2,119,853

 ５ たな卸資産 1,240,149 1,723,729 1,356,471

 ６ その他 282,776 228,738 265,667

   貸倒引当金 △1,409 △601 △1,811

   流動資産合計 8,030,330 49.0 9,737,796 58.4 9,293,768 55.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 693,325 688,141 680,855

  (2) 工具器具及び備品 ※１ 349,519 482,000 463,837

  (3) 土地 246,574 271,740 266,618

  (4) その他 ※１ 454,745 314,739 312,202

   有形固定資産合計 1,744,165 10.6 1,756,623 10.6 1,723,513 10.4

 ２ 無形固定資産 77,829 0.5 67,706 0.4 71,458 0.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 6,209,610 4,711,824 5,253,230

  (2) その他 449,722 403,122 316,114

    貸倒引当金 △110,234 △11,099 △8,691

   投資その他の資産合計 6,549,097 39.9 5,103,847 30.6 5,560,653 33.4

   固定資産合計 8,371,092 51.0 6,928,177 41.6 7,355,624 44.2

   資産合計 16,401,422 100.0 16,665,974 100.0 16,649,392 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 203,606 243,746 239,208

 ２ 未払法人税等 340,000 178,000 200,000

 ３ 賞与引当金 69,112 71,070 72,039

 ４ 役員賞与引当金 15,000 12,500 25,000

 ５ その他 206,678 191,296 189,228

   流動負債合計 834,398 5.1 696,614 4.2 725,476 4.4

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 24,253 27,548 32,661

 ２ 役員退職慰労引当金 ― 228,583 ―

 ３ その他 560 560 560

   固定負債合計 24,813 0.1 256,692 1.5 33,221 0.2

   負債合計 859,211 5.2 953,307 5.7 758,698 4.6



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,403,290 26.9 4,403,290 26.4 4,403,290 26.5

 ２ 資本剰余金

  資本準備金 5,861,451 5,861,451 5,861,451

   資本剰余金合計 5,861,451 35.7 5,861,451 35.2 5,861,451 35.2

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 193,926 193,926 193,926

  (2) その他利益剰余金

    特別償却準備金 797 240 240

    圧縮積立金 8,689 8,405 8,405

    別途積立金 4,505,000 4,505,000 4,505,000

    繰越利益剰余金 623,198 855,316 985,091

   利益剰余金合計 5,331,611 32.5 5,562,888 33.4 5,692,664 34.2

 ４ 自己株式 △226,012 △1.4 △226,040 △1.4 △226,012 △1.4

   株主資本合計 15,370,341 93.7 15,601,590 93.6 15,731,393 94.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 その他有価証券評価差額金 171,870 1.1 111,076 0.7 159,300 0.9

   評価・換算差額等 
   合計

171,870 1.1 111,076 0.7 159,300 0.9

   純資産合計 15,542,211 94.8 15,712,667 94.3 15,890,694 95.4

   負債純資産合計 16,401,422 100.0 16,665,974 100.0 16,649,392 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,928,327 100.0 5,174,960 100.0 9,890,052 100.0

Ⅱ 売上原価 3,074,388 62.4 3,504,407 67.7 6,388,227 64.6

   売上総利益 1,853,939 37.6 1,670,553 32.3 3,501,824 35.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,086,661 22.0 1,191,228 23.0 2,167,784 21.9

   営業利益 767,277 15.6 479,324 9.3 1,334,040 13.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 26,360 0.5 35,890 0.7 66,320 0.7

Ⅴ 営業外費用 5,609 0.1 137 0.0 16,389 0.2

   経常利益 788,027 16.0 515,077 10.0 1,383,971 14.0

Ⅵ 特別利益 21,362 0.4 10,184 0.1 26,677 0.3

Ⅶ 特別損失 ※３ 100,824 2.0 217,455 4.2 125,988 1.3

   税引前中間(当期)純利益 708,565 14.4 307,806 5.9 1,284,660 13.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

※４ 322,259 163,652 521,939

   法人税等調整額 ※４ △13,998 308,261 6.3 △85,178 78,473 1.5 1,364 523,304 5.3

   中間(当期)純利益 400,304 8.1 229,332 4.4 761,356 7.7



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

(単位：千円) 

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高 4,403,290 5,861,451 5,861,451

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 役員賞与

 中間純利益

 特別償却準備金の取崩

 圧縮積立金の取崩

 別途積立金の積立

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ―

平成18年９月30日残高 4,403,290 5,861,451 5,861,451

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却 
準備金

圧縮積立金 別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 193,926 1,355 8,972 3,805,000 1,313,161 5,322,415 △226,012 15,361,145

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359,108 △359,108 △359,108

 役員賞与 △32,000 △32,000 △32,000

 中間純利益 400,304 400,304 400,304

 特別償却準備金の取崩 △557 557 ― ―

 圧縮積立金の取崩 △283 283 ― ―

 別途積立金の積立 700,000 △700,000 ― ―

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 ― △557 △283 700,000 △689,962 9,195 ― 9,195

平成18年９月30日残高 193,926 797 8,689 4,505,000 623,198 5,331,611 △226,012 15,370,341

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 226,963 226,963 15,588,108

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359,108

 役員賞与 △32,000

 中間純利益 400,304

 特別償却準備金の取崩 ―

 圧縮積立金の取崩 ―

 別途積立金の積立 ―

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

△55,093 △55,093 △55,093

中間会計期間中の変動額合計 △55,093 △55,093 △45,897

平成18年９月30日残高 171,870 171,870 15,542,211



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

(単位：千円) 

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高 4,403,290 5,861,451 5,861,451

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 中間純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ―

平成19年９月30日残高 4,403,290 5,861,451 5,861,451

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却 
準備金

圧縮積立金 別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高 193,926 240 8,405 4,505,000 985,091 5,692,664 △226,012 15,731,393

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359,108 △359,108 △359,108

 中間純利益 229,332 229,332 229,332

 自己株式の取得 △27 △27

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ― ― △129,775 △129,775 △27 △129,802

平成19年９月30日残高 193,926 240 8,405 4,505,000 855,316 5,562,888 △226,040 15,601,590

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高 159,300 159,300 15,890,694

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359,108

 中間純利益 229,332

 自己株式の取得 △27

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

△48,224 △48,224 △48,224

中間会計期間中の変動額合計 △48,224 △48,224 △178,027

平成19年９月30日残高 111,076 111,076 15,712,667



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位：千円) 

 
  

 
  

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高 4,403,290 5,861,451 5,861,451

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注)

 役員賞与(注)

 当期純利益

 特別償却準備金の取崩(注)

 圧縮積立金の取崩(注)

 特別償却準備金の取崩

 圧縮積立金の取崩

 別途積立金の積立(注)

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ―

平成19年３月31日残高 4,403,290 5,861,451 5,861,451

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却 
準備金

圧縮積立金 別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 193,926 1,355 8,972 3,805,000 1,313,161 5,322,415 △226,012 15,361,145

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △359,108 △359,108 △359,108

 役員賞与(注) △32,000 △32,000 △32,000

 当期純利益 761,356 761,356 761,356

 特別償却準備金の取崩(注) △557 557 ― ―

 圧縮積立金の取崩(注) △283 283 ― ―

 特別償却準備金の取崩 △557 557 ― ―

 圧縮積立金の取崩 △283 283 ― ―

 別途積立金の積立(注) 700,000 △700,000 ― ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― △1,115 △566 700,000 △328,069 370,248 ― 370,248

平成19年３月31日残高 193,926 240 8,405 4,505,000 985,091 5,692,664 △226,012 15,731,393

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 226,963 226,963 15,588,108

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △359,108

 役員賞与(注) △32,000

 当期純利益 761,356

 特別償却準備金の取崩(注) ―

 圧縮積立金の取崩(注) ―

 特別償却準備金の取崩 ―

 圧縮積立金の取崩 ―

 別途積立金の積立(注) ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△67,663 △67,663 △67,663

事業年度中の変動額合計 △67,663 △67,663 302,585

平成19年３月31日残高 159,300 159,300 15,890,694



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券 ① 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

によっております。

② 子会社株式

移動平均法に基づく原

価法によっておりま

す。

③ その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

によっております。

(評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)

① 満期保有目的の債券

   同左

② 子会社株式

   同左

③ その他有価証券

  時価のあるもの

     同左

① 満期保有目的の債券

   同左

② 子会社株式

   同左

③ その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等

に基づく時価法によ

っております。(評

価差額は、全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定）

  時価のないもの

   移動平均法に基づく

原価法によっており

ます。

  時価のないもの

     同左

  時価のないもの

     同左

(2) たな卸資産 ① 商品・製品・原材料・

仕掛品

総平均法に基づく原価

法によっております。

② 貯蔵品

終仕入原価法によっ

ております。

① 商品・製品・原材料・

仕掛品

同左

② 貯蔵品

同左

① 商品・製品・原材料・

仕掛品

同左

② 貯蔵品

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

 

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物付

属設備は除く）については

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物 ３～50年

工具器具
及び備品

２～20年

その他 ４～45年
 

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物付

属設備は除く）については

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物 ３～50年

工具器具
及び備品

２～20年

その他 ４～45年

（会計方針の変更）

法人税法の改正（(所得税

法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令第83

号)）に伴い、当中間会計

期間から、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の

法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しておりま

す。

この結果、従来の方法に比

べて、売上総利益が18,042

千円、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が

18,967千円減少しておりま

す。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しており

ます。

この結果、従来の方法に比

べて、売上総利益が3,438

千円、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が

3,824千円減少しておりま

す。

 

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物付

属設備は除く）については

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物 ３～50年

工具器具
及び備品

２～20年

その他 ４～45年

(2) 無形固定資産 ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における

見込利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっており

ます。

同左 同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、以下の方法に

より計上しております。

① 一般債権

貸倒実績率法によって

おります。

② 貸倒懸念債権及び破産

更生債権等

財務内容評価法によっ

ております。

同左

① 一般債権

同左

② 貸倒懸念債権及び破産

更生債権等

同左

同左

① 一般債権

同左

② 貸倒懸念債権及び破産

更生債権等

同左

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込額

基準による当中間会計期間

負担額を計上しておりま

す。

同左 従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額基準に

よる当期負担額を計上して

おります。

(3) 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当事

業年度における支給見込額

に基づき、当中間会計期間

に見合う額を計上しており

ます。 

(会計方針の変更) 

当中間会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平

成17年11月29日 企業会計

基準第４号)を適用してお

ります。 

この結果、従来の方法に比

べて、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が、

15,000千円減少しておりま

す。

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当事

業年度における支給見込額

に基づき、当中間会計期間

に見合う分を計上しており

ます。

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当事業年度

に見合う分を計上しており

ます。 

 

(会計方針の変更) 

当事業年度から「役員賞与

に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年

11月29日 企業会計基準第

４号)を適用しておりま

す。 

この結果、従来の方法に比

べて、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益が、

25,000千円減少しておりま

す。

(4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計

期間末において発生してい

ると認められる額を計上し

ております。

同左 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末にお

いて発生している額を計上

しております。



 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 役員退職慰労引

当金

    ――――― 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく当中間会計

期間末要支給額を計上して

おります。

（会計方針の変更）

従来、役員退職慰労金は、

支出時の費用として処理し

ておりましたが、当中間会

計期間から「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに

役員退職慰労引当金等に関

する監査上の取扱い」（日

本公認会計士協会 平成19

年４月13日 監査・保証実

務委員会報告第42号）を適

用し、当中間会計期間末要

支給額を役員退職慰労引当

金として計上する方法に変

更しております。

この結果、従来の方法に比

べて、営業利益及び経常利

益は13,708千円、税引前中

間純利益は228,583千円減

少しております。

    ―――――

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は当中間会計期間の損益

として処理しております。

     同左 外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

当期の損益として処理して

おります。

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

  消費税等の会計処

理について

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。なお、仮払消

費税等と仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示してお

ります。

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。なお、仮払消

費税等と仮受消費税等は相

殺のうえ、流動資産の「そ

の他」に含めて表示してお

ります。

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。  

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は15,542,211千円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。

      ―――――

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。  

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は15,890,694千円でありま

す。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における財務諸表

は、改正後の財務諸表等規則により

作成しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

1,806,439千円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

2,276,151千円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

2,050,426千円

※２ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおりで

あります。

  (1) 担保に供している資産

投資有価証券 200,565千円

※２ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおりで

あります。

  (1) 担保に供している資産

投資有価証券 200,336千円

※２ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおりで

あります。

  (1) 担保に供している資産

投資有価証券 200,451千円

(2) 上記担保に供している資産

に対応する債務等

  輸入申告に係る納税額の包

括納期限延長のための担保に

供しております。

(2) 上記担保に供している資産

に対応する債務等

        同左

(2) 上記担保に供している資産

に対応する債務等

        同左

※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。

受取手形 11,848千円

※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。

受取手形 10,503千円  

※３ 事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

 なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、次の

事業年度末日満期手形が、事業

年度末残高に含まれておりま

す。

受取手形 9,422千円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 625千円

有価証券利息 6,944千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 2,009千円

有価証券利息 9,155千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 2,315千円

有価証券利息 20,243千円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 159,293千円

無形固定資産 12,293千円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 247,874千円

無形固定資産 9,387千円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 431,317千円

無形固定資産 25,165千円

※３    ――――― ※３ 特別損失の主要項目

過年度 

役員退職慰労 

引当金繰入額

214,875千円

※３    ―――――

※４ 中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している諸準備金等

の取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算して

おります。

※４     同左 ※４    ―――――



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式に関する事項 

   
   

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式に関する事項 

   
  (変動事由の概要) 

   増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

    単元未満株式の買取による増加  14株 

   

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 40,672 ― ― 40,672

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 40,672 14 ― 40,686

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 40,672 ― ― 40,672



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 内容の重要性が乏しく、リース契

約１件当たりのリース料総額が300

万円を超えるものがないため、記載

を省略しております。

       同左        同左



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第25期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日 
東海財務局長に提出

(2) 
 

有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第25期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年10月９日 
東海財務局長に提出

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

ス ル ガ 株 式 会 社 

 

  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているスルガ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、スルガ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上 

  

平成18年12月15日

取 締 役 会 御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  向     眞  生  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  谷  津  良  明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

ス ル ガ 株 式 会 社 

 

  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているスルガ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、スルガ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は従来、役員退職慰

労金は支出時の費用として処理していたが、当中間連結会計期間より役員退職慰労引当金として計上する方

法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

平成19年12月13日

取 締 役 会 御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  向     眞  生  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  谷  津  良  明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

ス ル ガ 株 式 会 社 

 

  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているスルガ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第25期事業年度の中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、スルガ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上 

  

平成18年12月15日

取 締 役 会 御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  向     眞  生  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  谷  津  良  明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

ス ル ガ 株 式 会 社 

 

  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているスルガ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第26期事業年度の中

間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、スルガ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は従来、役員退職慰労金は支出

時の費用として処理していたが、当中間会計期間より役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

平成19年12月13日

取 締 役 会 御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  向     眞  生  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  谷  津  良  明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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